


水災害対策とまちづくりの連携 「水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会提言（R2.8.31)

■ 近年、各地で大水害が発生しており、今後、気候変動の影響により、水災害が頻発化・激甚化。
■ このような気候変動により増大する水災害リスクに対して、土地利用や建築物の構造の工夫、避難体制の構築など、防災
の視点を取り込んだまちづくりの推進が必要。
⇒国土交通省で「水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン」を年度内に作成予定

【令和2年7月豪雨による人吉市街地の被災】
〇市街地中心部の大部分が浸水した人吉市では、年度内に「復興計画」を策定予定。
〇さらに、「復興計画」の内容を具体化する「復興まちづくり計画」の検討に着手。
〇復興まちづくりにおいては、球磨川の治水対策の方向性と連動した都市計画事業等の実施が想定。

人吉市の被災状況 （R2.10末現在）
・浸水区域 518ha
・全 壊 885棟 ・半 壊 1,412棟
・床上浸水 713棟 ・床下浸水 225棟

「水災害対策とまち
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【国の動き】



提言のポイント まちづくりにおける水災害リスクに応じた防災・減災対策の実施

■ まちづくりの方向性に対応した防災・減災対
策の実施

・ハード、ソフト、土地利用等の複合施策による
対策
・避難路、避難地、避難体制の確保、土地利用
や建築の規制など

■ 水災害ハザード情報に基づくリスク分析・評
価によるまちづくりの方向性の検討

・水災害リスク（水害発生確率、暴露（人口・ 財
産等）、脆弱性）

■ まちづくりの検討に必要な多段階的なハ
ザード情報の整理

・洪水浸水想定、土砂災害危険区域等を地
図上に重ねて表示

ポイント１ ポイント２

水災害対策と連携したまちづくりの施策の実施

ポイント３

避難路整備

避難場所設置
（防災公園等）

内水対策
（雨水流出、貯留対策）

河川整備
（大河川）

排水ポンプ
整備

河川整備
（中小河川）

宅地の盛土対策

リスク情報の
提示

避難に係る
自助・共助体制の確保

地区ごとの
避難行動計画

土地利用規制

既存の住宅・施設の
移転

建築物の構造規制

施設整備（ハード）

警戒避難体制（ソフト）

土地利用・建築対策

市街化調整区域

市街化区域

洪水浸水想定区域 等

【土地区画整理事業区域】宅地嵩上げ

設定水位

敷地嵩上げ ピロティ

抑止杭工 アンカー工

地下水
排除工擁壁

盛土 地山

すべり面
（盛土の境界）
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土地区画整理事業区間
L=約700ｍ

R2年度着工
L=40m

H30年度着工
モデル地区（広崎）

L=187m 区画整理
A=28.3ha

（都）益城中央線 全延長 L=約3.8㎞（街路事業 L=約3.1㎞、土地区画整理事業 L=約700ｍ）

益城復興事務所

取付区間
L=168ｍ

R1年度着工
L=163m

H30年度着工
モデル地区（安永）

L=75m

R2年度着工
L=44m R1年度着工

L=50m

R2年度着工
L=33m

R2年度着工
L=33m

R2年度着工
L=36m

R2年度着工
L=44m

R2年度着工
L=259m

R2年度着工
L=33m

R2年度着工
L=35m

R1年度着工
L=51m R2年度着工

L=101m

R2年度着工
L=50m

R1年度着工
L=45m

R2年度着工
L=45m

R2年度着工
L=78m

R2年度着工
L=95m

R2年度着工
L=28m

R2年度着工
L=93m

R2年度着工
L=57m

県道熊本高森線４車線化 （都市計画道路益城中央線外１線）

〇県道熊本高森線は、都市の骨格を形成する道路であるが、恒常的に渋滞が発生
〇歩道未整備又は幅員狭小など、歩行者や自転車が安全に通行できない状況
〇緊急輸送道路であるが、平成２８年熊本地震により沿線家屋等が倒壊し、道路

を塞いだため、避難や支援、復旧等活動に支障

都市計画道路益城中央線の整備により、

「交通の円滑化」「安全な歩行空間の確保」「防災機能の向上」
を図る。

○事業主体 熊本県
○全体事業費 約135億円
○事業期間 H28年度～H37年度（R7年度）
○全体延長 （都）益城中央線 L=2,887m

（都）水前寺秋津線 L=280m
○幅員 （都）益城中央線 W=27.0m

（都）水前寺秋津線 W=22.0m

県道の交通混雑状況

事業目的

事業概要

狭い歩道の状況

建物倒壊で塞がれた県道

計画断面図

工事進捗状況（R2.11.30時点）
上り線：工事中 L=1,110m
下り線：工事中 L=  665m

（総延長）L=1,775m（うち供用L=705m）

用地買収進捗状況（R2.11.30時点）
地権者数 ２７８名
契約者数 ２２６名
契約率 ８１.３％

R1年度着工
L=50m

R1年度着工
L=50m


